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非 対 称 情 報 下 の 労 働 契 約

竹 島 正 男

第 1節 序

暗黙の雇用契約理論の梓組において，企業と労働者 

の間で清報に非対称性が存在する場合に，過少雇用，
あるいは過大雇用が生ずるという問題は，クォータリ 
— . ジャーナル . オヴ.ェコノミクスの1983年特集号 

において集中的に論じられた。本稿の主な目的は，①
そこでなされている過少雇用成立に関するAzariadis 

(1983), Grossman-Hart (1983)の主張を一般化するこ 
と，②過大雇用成立についてのChari (1983)の命題 
を厳密にSE明すること，③たとえ情報が非対称的であ 
っても，過少雇用，過大雇用のどらちも生じない場合 
が存在することを示すこと，以上の3 つである。

①については，従来の過少雇用成立に関する議論が，
企業が危険回避的，労働者が危険中立的もしくは危険 
回避的であり，労働者の余暇需要が所得から独立とな 
る場合のみを取り扱っているのに対し，本稿では企業 
及び労働者が，危険中立的もしくは危険回避的であり 
(両方とも危険中立的である場合は除く）， 労働者にとって 
余瑕が正常財ではない場合に，同様の性質が成り立つ 
ことが示される。②については，Chari (1983)におけ 
る過大雇用契約成立に関する証明にはスリップがある 
ため，本稿ではH a r tひ983) の議論を応用し，SE明を 
厳密に行なう。③は，本稿の2 つの主要命題の直接的 
な系として得ることができる。

以下第2 節では，モデルの基本的仮定について述べ 
る。第 3 節では，対称情報のもとでの最適契約を特徴

* 草稿半ばで福岡正夫教授，神谷伝造教授，川又邦雄教授，ならびに長名寛明教授より貴重な御指教を頂戴した。とりわけ
神谷教授には数回にわたり，筆者との議論に時間をさいて頂いた。日頃の学恩とあわせ，心から深謝するものである。もち
ろん，ありうべき誤■はすべて筆者の責任に帰するものである。

注 〔1 ) これは通常の事前（ex.ante),事後〔ex.post)の区別に対応するものである。

づける。第 4 節では，非対称情報下の最適契約につい 
て述べる。4 .1 では過少雇用が成立する場合，4 .2 で 
は過大雇用が成立する場合を取り上げる。4. 3ではも1, 

も2 の主要命題から，非対称情報下でも過大雇用，過 
少雇用のどちらも生じなI 、場合が存在することを明ら 
かにする。第 5 節では，第 4 節における3 つのケース 

にそれぞれ対応する例を用いて因解を試み，過少雇用， 
過大雇用というき結が何に由来するかを明らかにする。 
第 6 節は結びである。

第 2 節 基 本 的 仮 定

簡単のため，単一企業， 1人の労働者の間で結ぱれ 
る契約について考察する。 .

0 期， 1期の2期間を想定する。生産，雇用は1期 
目に行なわれるものとし， 0 期は単にそれに先立つ期 
間として考える。 1期目における経済の実現可能な状 
態は" 種類あり，Si, によって示される。Si,...,

S n の生ずる確率は仏，...，/ 7 n ( S 仏 >0 *•=

1 , であり，享前における企業と労働者は，この 
知識を共有しているものとする。契約は0 期末に餘結 
され， 1期 目 の 各 状 態 に 対 応 す る 賞 金 雇 用  
量 iX S i ) の組み合わせを定める。また， 1期目にあ 
る特定の状態が実現したもとで，事後的に契約が破棄 
されることはないものとする。

労働者の選好は，ノイマン.モルゲンステルン流の 

効用関数び(W"(SO, L (S i) )であらわされるものと 
し， については次を仮定する。
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すべてのi さ0 に対して 
d f C S .

仮 定 1

U C W ,  L) ; R X R ^ ^ R は有界， Z* にかんして 
2 回微分可能な厳密な擬H 関数で，

Uw>0, Uww=0, Ul<0, U llく0 

を満たす。〔但 し C/ir, [ / i等はそれぞれの添字の要 
素でのC7の偏微分をあらわす）
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d L

O^dfCSn-U  L)
dL

9/(Si,L) 
- d L  -

が成立

する。

労働者は契約によって得られる期待効用s  i i iu a v  

CSd, L (S f) )がある一定水準[7を下回らないという 
条件のもとで金業と契約を結ぶ。口の経済的解釈と 
しては，失業時に得られる効用水準， もしくは他企業 
と契約を結ぶことにより得られる効用水準等をあげる 
ことができよう。

次に，状態:'における企業の生産物の価値は雇用量
のもとで，/(5 i,Z 0 によってあらわされるものとし， 

/ については次を仮定する。

仮定2

K S i’ L) (»■=1,•••,«)は す べ て の さ 0 に対して 
定義された2 回微分可能な関数で

fiS i, 0 ) ^ 0 ,ゐf 〔ミ: ’ L) > 0,が, ？'な— <0
dL dL?

lim
dfQSi, V)

d L

仮 定 5

すべての丄さ0 に対して
KSn, O さKSn-U ZOさ…さパS i,L ) が成立する。 

ただし，丄> 0 の場合不等号は厳密に成り立つ。

状態の順序づけは，労働の限界価値生産性及び平均 
® 値生産性の大小に従ってなされているのである。更 
に，/C5i,0 については次の仮定をおく。

仮 定 6

.すべてのW に対して
9/(5i, 0) \ Ul(W,0)

dL
> - が成り立つC

を満たす。

企業の選好は各状態における利潤に依存する，ノイ 
マン. モルゲンステルン流の効用関数 v ( j { S i , U S i ) ' )  

一 で あ ら わ さ れ る も の と し ，F については次 
を仮定する。

仮 定 3

V"は実軸上のある開区間P=0>’ + 00)で 定 義 さ れ ’ 

た 2 回微分可能な関数で，lim 1^0) = — の，及び/^h  

で さ 0 を満たす。

0 期においては1期目においてどのS i が生ずるか 
は企業，労働者の双方と'もわからないが，先にも述ぺ 
た通り，各状態の生ずる確率である77iG' = l,

については，双方とも事前に知っているものとされる。 
次に， 1期目になって実際にある特定の状態が実現し 
た場合，以下では①企業，労働者の双方と,もに実現し 
すこS i を知ることができる場合，②企業のみが実現し 
た S i を知ることができる場合，の2 つのケースを考 
察する。われわれは， ①の状況を対称情報（symme. 

trie information),②の状況を非対称情報(asymmetric 

information)と呼ぶことにする。
また0 期において企業，労働者はパSi,zo G' = i,

…，《) , 効用 関 数u ’ v 及びひにかんする知識を有す 
るものとする。

第 3 節対称情報のもとでの最適契約

企業は諸々の制約のもとで， 期 待 効 用 2：/7 fy (/  

(Sf,i：(：Si))-TKSf) ) を最大にするよう PrCSf), L  

( 5 i ) を定める。
また， 1期 目 に 実 現 す る 状 態 に つ  

いて次の仮定をおく。

仮 定 4

注 （2) b

対称情報の場合， 1期目にある特定の状態が生じれ 
ぱ， 0 期における取り決めに従って，企業は賃金.雇 
用量の組み合わせを労働者に対して提示しなければな 
らない。最 適 契 約 {(W(Si), L(S i))*= l,..,„}は，以 
下の最大化問題の解として決定される。

M a x  I ： i(& ) )  — (1)

ただし b :

92 Q186') ——

>というケースは許容される(



非対称情報下の労働契約

s.t. E HiUCWCSi), LCSD^^U (2)

KSu  LCSt))- m S i)  G PG =1’ ..'’ (3) 

LCSO^O (j = l , - ,« )  (4)

1 階の条件として我々は次を得る。
VXKSi, L (5 J )-  PT(5i)) = WwCWCSD, LCSi)) 

G = l , (5) 

d/CSi, LCSi)) _  C/l(W(SD, LCSi))
— dL UwCfvCSi), ix sd )

(J. = l , (6)

更に(1)〜(4)の解においては，（2)は等号で満たされて 
いる。（5)における>1は，（2)の制約に対応するラグラン 
ジュ乗数である。（6)は各状態について，労働の眼界価 
値生廣性と，労働者の労働の所得に対する限界代替率 
とが均等することを示す式であり，換言すれば，各状 
態において企まの等利潤線と労働者の無差別曲線が接 
していることをあらわしている。

図 1 は，ある特定の& におけるLCSi)と W (̂S<) 

の決定を図示したもので，a a は企業の等利潤線（PT 

<：Si) = fC S u lX S i))- C :C は定数），b b は労働者の 
無差別曲線を示す。S i においては， （6) の条件を満た 
すのはA のような点である。

第 4 節非対称情報のもとでの最適契約

非対称情報の場合， 1期目に実磨に実現した状態を 
知ることができるのは企業のみであるから，実際にSi 

が生じたとしても，企業は労働者に対してはS jQ キf)

が生じたと表明して利益を得ようとするかもしれない。 
しかし，もし以下に示す真実表明の条件が成立するな 
ら，企業は虚偽の情報を表明しようとする誘因を持た 
ない。

真ま表明の条件

すべて の*- = 1 , 7  = 1, « に対して
/(St, L(SD) -  W (S i)さ jXSi, L(Sプ) ）一 w CSj-)

が成り立つ。

我々は以下では，この条件を満たす契約のみを考察 
してゆくことにする。そうすることによって一般性が 
失われないのは，情報の非対称性が存在する場合，企 
寨の最大化行動を考慮すれば，いかなる契約であって 
も事後的に実現する配分に蓉目すれば，それを真実表 

明の条件を満たすものとして表現することが可能とな 
るからである。そのことを以下の補助定理1 で示す。

補助定

企業のみが事後的に生じた状態を知りうるという意 
味での非対称情報のもとで，いかなる契約に対しても 
それと同等な契約で，真実表明の条件を満たすものが 
存在する。
■ UE 明）

任意の契約{(W(S4),_L(Si)):- = l, を所与と 
する。この契約のもとで，企寨は1期 目 に & が生じ 
たとき'，dC S i)という状態を表明するものとすれば， 
それが企寨にとっての最大化行動の帰結である以上 

fCSi, L(0(Si)))- w"(e(S0)^/C5f, L(dcs ゆ)一

W(KS プ)）G, メ= 1 ,…，《)

が成り立つであろう。すなわち，0 期における取り決 
め は {(PF(Si),丄(Si))»'=l,...,"}であるが， 1期目に 
実際に実現するのは{(W(0(Si)), Z,((9(S0)).-=i,-,«} 

という組み合わせとなる。ここで新たに
( TKSO, tCSi)')= ( W (がSf)), iXKSi)))

(l = l,•••,«)

と定參すれば， A

KSi, t is d ^ - w is d

= /(& , iXKSiyy)- 

^ K S i ’ iX K S j)))—\V(KS/))

注 （3 ) 仮定6により，内点解が成立する。

( 4 ) 真実表明条件における不等号が等号で成り立つ場合であっても，企業は真実を表明するものとする。

( 5 ) この種の議論については，Harris-Townsend (1981), Myerson (1979)等を参照。 

f 6 ) Azariadis (1983) Lemma 1 による。
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「三田学会雑誌」78巻2号 （1985年6月）

= パ Si, LCSj^：)-W (iS jX i, j = 1 , « )  

が成り立ち，{( PF (Si), f：ぬ )):'=1. は真実表明条 
件を満たすことがわかる。従って

という契約は0 期における取り決め通り1 

期目において実行されるが，その実現する配分は， 
{(Pr(S i),L(Sf))；=l, •••,«}力*、1期目に実現するもの 
と同等である。

HE 了

以上の考察をもとに，非対称情報のもとでの最適契
約 は ，次の問題の解とし
て決定される。

Max I ： H iV ifiS i, L(SO)- W"(5i)) (7) 
TTCSO'iXSi) * =1

s.t. /(Si, LCSi))- W iS d ^ fiS i, L(Sプ））
- W iS jX i, j= l , - , n )  (8)

i ： n i[/(w (sD , iXSi))さロ (9)

1 1 fC S i.U SD ^-w dsD ^p

(j. = i , …, 《) do)

L (S f )^ 0  =  (U)

4 . 1 通少雇用契約の成立

ここではまず，（8)を次の条件 
fCSi, u s d ^ -w c s d ^ f c s i ,  LCSi-D)-wCSi-D  

G' = 2 , (12 a) 

iXSi)さIXSレ！) G = 2 , C l 2 b )

でおきかえ，W(9)〜ぬの解の考察を通じて，（7)〜(U)の 
解の性質を明らかにしてゆくことを試みる。そのため 
に，以下ではいくつかの補助定理をE 明する。

補助定理2

仮定4 のもとで(8)= !̂^が成り立つ。
証明）
(8H(12a)は自明。

また，（8)により

fCSu IXSD)- wCsD^fCSi, z.(5i-i))- wCSi-D 

/(Sf-1, iXSi-1))-wCSi-O^fCSi-1, iXso)

- W(SD

これより
fCSi, L(5f))-/CS«, Z,CSt_i))^/C5i-i, L(50)

—fCSi-i, i(Sf-O)

が成り立つため，仮定4 により，U S O さUSi-i' ) で 
なくてはならない。

よって，（8)=Kl2b)

Hk J 0

補助定理3

仮定1〜 6 は満たされているものとする。ただし， 
びTFTr = 0 か つ F" = 0 という場合は除外される。この 
とき(7)(9)〜ぬの解において，次が成り立つ。 

dfCSi, Z.CSO)、_ULCWCSd, L(5i))
dL

9/(S„, L (50 )
dL

UwiWiSi), LQSd：)

( » = 1 , ( " —! ) )  

ULiWQSn), LiSn)') 
Uw(.W(,Sn), LiSn)：)

証明）
(以下ではT^"<0, Uww<Qの場合のみを取りあげ 

て証明するが，T^"<0, 及び 1̂ " = 0 C/Trw<0

の場合にも同まの主張が成立することはSE明の過程か 
ら明らかである）

2 つの場合に分ける。
( I )  L(5i)>L(S4-i) の場合

ろfQSi, i X S i ) ) ,

< -

いま，（7), (9)〜ぬの解において 

ULiWQSd, LQSd')

dL

が成り立っていたとしよう。
UwiwQsd, u s d y

ここで状態*'の利潤（, (S もL(S«))-PT(S4) ) を一定 

にするようWCSi), L is d をそれぞれ微小量のゴ

rfPT(Si)
(Si), rfL(SOだけ減少させるものとすれば 

d f Q S i ,  L i S i ) - )

dL

d i X S i )

仮定4 により，この操作によって

Mが満たされなくなることはない。一方，労働者の効 

用は

ゎ  f/TT( W(Si), L(Si))rf TF(Si)

+ Uz<：WCSi-),LCSi)：)dLCSi) 

だけ変化するが，®譲法の仮定により

^dwCSD^ UlCO \( 7 )  '
^ = U w G ：)dLCSi')i

U w i O d U S d ( ^

dUSD ' UwCi) ノ 
dKSu U S i)) , c/iG)

>0
dL ' UwG) 

となり，これは最適性に矛盾する。従って，この場合

(7), (9)〜(1̂ の解において.9/CSi,L(Si)) U l C O

dL ニ UwCO ■

(n )  LCSd = LCSi-i')>L<：Si-2) の場合 

Z.(Si-i), Pr(S i- i)に対しては（I )の場合と同様に 

も て レ1こLCSi-O：)さ 一 (ブ.1：1タを得る。いま仮
dL C/VG—1)

注 （7 ) 以下では，しぱいf  Uw (.W  (so, L  (so), Ul  (.W  (Si), L  (Si))を U w の ，Ul (りのように略記する。
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非対称情報下の労働契約

りに，̂：(&) = 1«(&_1)のとき（12 3 )が厳密な不等号で 
成り立っていたとす;^。 このときW(Sf)<TF(&_i) 。 
また仮定5 より 

fCSi, iXS i))-  wCSi}>/CSi, LCSi-0)- wCSi-D 

>/CSi-u LCSi-D^-wCSi-O 

が成り立つ。すなわち状態I 'における利潤は，（:'一1) 

における利潤よりも大である。 ここで企業の期待効用 
を一定とするように， を rfW (S i)だけ微増， 
TTCSi-i)を だ け 微 減 さ せ た と し よ う 。こ 
のことで0^が満たされなくなることはない。F "< 0 に 
より次が成立する。

d  w C S i ~ o  _  _  n i  .

H i

dW(iSi')

L(Si))-W (SD)

このとき労働者の期待効用は
d ニ l h -1  U w C W C S i - O ,  L C S i - O ^ d W C S i - O

+Hi UwCWCSd, LCSd^dWCSd 

だけ変化するが，C/n îT<0,LGS4) = i(5f-i), W"(S<) 

く w Q S i - o , およびを考慮することにより 
A=IIi-i UwCi一l^dWCSi)

/dWCSi-i) Hi UwCO \

V dWCSd • U w C i- iy

UwCi — l^d WQSO >0
dWQSi) Hi 

が成立し，これは最適性に矛盾する。従って(7), (9)〜 
ぬの解において，Z>(Sf) = L (S f_ i)ならぱ（12a) は等 
号で成り立つ。すなわち，WGSi)=T1<Si-i) が導かれ 
る。このことと，冒頭に述べたことから我々は以下の 
不等式の連鎖を得る。
df<iSulXSi)：) 、3/(Sf-i,L(Sf)) df(Si-i, USi-i'))

>

d L

U w i O

d L

U w Q i  —  1 ^

すなわち
dfQSi, U S i) )、>_ t/iCO 

dL UwiO °

以下，L(Si) = LCSi-O = USi-z)>LCSi-3)等 の 場  
合も同様に考える。

以上（I ) ,  ( n )によって我々は(7), (9)〜ぬの解にお

レて UlCO
^ = が成り

立っていることを示した。ところでここで状態《につ 
いては厳密な不学号が成立していたとする。このとき

fCSn, LCSn)')-WCSn) を一定とするようッ  i：(Sn) 

W"(5„ ) を徽增させればぬを満たしつつ労働者の効用 
を増大させることができる。これは最適性に矛盾する 
から，状態"については

dfCSn, i(5n ))
d L

-が成り立つc

証 J 。

補勘定理4

仮定1〜 6 は満たされているものとする。ただし， 
V "= Q か つ £/iî Tr = 0 という場合は除外される。この 
とき(7), (9)〜ぬの解において，ある状態：-(^2)に つ  
いて（12 a ) が厳密な不等号で成立したなら 

dfiSi-u LiSi-d') , ULiWiSi-d, LiSi-x')') 力、
dL UwCWQSi-D, USi-O：)

成り立つ。更に上の仮定に加えて余暇が正常財ではな

いとすれぱ（も し — = 0 ならば)，

②/(& -】’ Z<(sト1 ))- PT(Sf-i)さ/C5i-1, LCSi)) -  W 

( S i ) が成り立つ。
HE明）（補助定理3の場合と同様，ここでもv»<0かつ 

びWJT<0の場合のみをとりあげて証明するが，W = 0 かつ 
Ufvw<0及びr "< 0 力、つ C/PT1̂ =0の場合にも同様に証明 
できることは，以下の推論から明らかである。）

( I ) 仮定からある》'さ2 について
/(Si, L(Si))-WCSi)>/CSi, L(Si-i))-W(Sト1)

(M)

が成り立っている。
d/CSi-u L(Si-O)

>

すでに我々は補助定理3により， 

U l G - 1 )

dL

び̂ / . _ 1 ) を得ている。いま，この不等号が厳密 

に成立していたとしよう。こ こ で パ 一  
W"CSf-0を一定とするようL〔Si-0’ ivCSi-i) を微 
増させる。我々はすでに補助定理3 の（n ) において， 
L(Si) = L (S i- i)ならぱ（12 a ) は等号で成り立つこと 
をみた。従ってその対偶をとれば，この場合は04が成 
立することよりi：(so>zXSf- i)o従ってこの場合，
(1寺からiXSf-1), w (sレ1) をこのように微増させても 
ぬが満たされなくなることはない。 ところが労働者の 
効用の増分は 

J =  [ /w (W C S i-i).L (S i-i))d W  (S i-1 )+  [/rCWCSi-iX  

LCSi-O)dL(Si-i)

= Z/ttG —1)<̂ ん(&-1)

注 （8 ) これは，状態0 + 1 )力'港在しないためである。
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>0
V dL

となり，これは最適性に矛盾する。従って，（7), (9)〜 
ぬの解において，（M)が成り立っていれば，

d/QSi-u LCSi-D：) UlG-1') 
dL 一 UwCi-1：)。

( n ) まず企業の期待効用を不変に保つように，TT 

(.Si) を dW C Si)だけ微増，PTOSf-i) を rfW(5<-i) 

だけ微減させる。（M)により，このことで00が満たされ 
なくなるととはない。また企寨の利潤は，状態G'—1) 

よりも状態: 'における方が高い。従ってF "< 0 により 
d W (̂Sい1 ) : 77i 

Ili- i

VXKSi, LCSd：)-WQSi')')

dW(Si)

>
H i

V X A S i ^ u  zxsト1))-

が成り立つ。
一方，労働者の期待効用の変化分は 
/l = ni-iUwCi-l：)dW(iSi-i^+niUwQOdWCSi：) 

= n i- iU w G - i：)dwcSi')

/dWCSj-D I Hi . UwCO：0  \

dWCSd Hi-i U w O - l：) 

である。我々は以下で，もし 
/ (S i -1 ,  L C S f - i ) ) - P t^ (S i-i)  <fCS i-u  L C S O )

一 PT(5f) OSD 

タ成り立っていたとしたなら， j 〉0 となり，最適性

と矛盾することを導く。̂ > 0 をいろには，びび&(1)1)

さ1 をIE明すれぱよい。そこでいま09が成立していた 
とする。このとき

くパS<-1, L ( S f ) ) - / C 5 i - i ) ,  L ( S i - i ) )

u^(s,)

図 2

+ (15

となる力’s 以下では(16)の右辺をW"*と宾參する。
現在の状況を図示したのが図2 である。 ここで，SS, 

S 'S 'は労働者の無差別曲線であり，aa, b b は，それ 
ぞ れ 状 態 一 1 ) , 状態:'に対応する企業の等利潤線で 
ある。①により >1で は S S と a a は接している。以下 
では無差別曲線S5上の任意の点をa , 杯0 であらわ 
すとすれぱ，仮 定1 によりS 5 の傾斜は適増的，仮定 ' 

2 によりa a の傾斜は適減的であるため，すべての，
ZさZX5ト0 (ホさPF(Si-i)),LさlXS i-0に対して 

d /X S i -u L )  ^  Ul ( .W ,L )
(17)

dL = UwiW,L')

(等 号 は L = iX S i- i)= L のときのみ）
が成り立つ。一方，余暇が正常財でないという仮定の 
もとで

dW Uw

Uwwi
- U l 

Uw '
l+t/VzJ さ0 (IS)

が成り立つ。すなわち，（ム W O 平面において任意の 
点を室直に上方へ移動させたとき，新しい点における 
無差別曲線の傾斜は，もとの点におけるそれを上回る 
ことはない。そこでいま，S S 上 の 点 び ，坏0 を基準 
にして考えれば，す べ て の さ ホ に 対 し て  

U lC W , 0  ^  Ul(：W,L')
U w iw ,D ~  U w iw ,D  

が成り立つ。以上の準備のもとで，以 下 で は 上 で  
のA からおへの移行とともに，C/ttがどのように変化

するかをみる。a a 上ては， ----- ：T7---てあるdL oL

こと，及 び の 右 方 で は a a は S S の下方に位置する 
こと，従って(17), (19)を考慮すれば，すべての 
QSi-OCW^ W^(Sf-i) ) に対して 

d U w iW ,L ')\  ,

(19)

dL f Q S i - u O - W  
=パ &-1’ 丄 CSi-i))-Tn&-i)

=  U w w —n \~UwL 

=  U w w ^ ^ ^ ^ lV — + U w L

さ (-

dL

Ul '
U w

]+UwL

さ0 (最後から2 番目の不等号における等号は2：= 

L (S i- i)のときのみ） 如

注 （9 ) ②の否定をあらわす。
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が成立する。従って. A からB へ移行することにより 
V w が高まることがわかる。すなわち，

Uwi W*. USD) > UwC wCSi-D. USi-i')')

ところ力* に よ りPT*>W(Si) 。従 っ て に  

ょり，

UwC LCSi~)̂  > UwC W^LCSd}

従って
U w <： TF(Si), USD') >  UwCWCSi-i), i (S  ト1))

を得るが，これは先に述べたことより最適性に矛盾す

• IE 了。

補助定理5

仮定1〜 6 は満たされているものとする。 ただし 
r ^ = 0 かつびTTTr=0という場合は除外する。もし余 
暇が正常財でなけれぱ，（7), (9)〜ぬの解において(8)が 
成立する。

誰明）
(12 a )が等号で成り立つ場合，仮定4 および(12b ) 

により
[/C5<-i, JV(Si-0] -  [/(Si-1, LCSi))

- W(St)]

= [/(Si-1, L(Si^D)-/(Si-1, L(Si))] + W (Si)- W 

CSi-i)

さ[/(Si, L(Si-D)-/(Si, L(Si))] + WCSt)-W

C5i-1)=0

一方，補助定理4 の②において，我々はすでに（12 

a ) が厳密な不等号で成立する場合にもけの最左辺が 
非負となることをHE明した。ゆえに(力，（9)〜(12)の解に 
おいては（12 a ) の :’ とG '- l)を入れ替えても，同じ向 
きで不等号が成立することが利明した。

いまぬによって次が成り立つ。
/(Si-1, L(Si-])) — W(Sf-i)^/(Si-i, L(5i-z))

(22 a:

を得ることができる。同様のことがi と（:'一3), G — 4) 

等の組み合わせについてもいえる。一方，証明の前段 
で示したことを用いれぱ，同様の議論は* 'とG+2), 

G+3)等の組み合わせに対しても適用できる。
証了。

補助定理2, 5 により，我々はある仮定のもとで(7), 

ゆトぬの解が実は(力〜(U)の解となっていることを知る 
のである。以上をまとめることにより，次の定理を得 
る。

定理 1

仮 定 1〜 6 が満たされているものとする。ただし， 
V" = Q 力、つひTTTr=0という場合は除外する。もし余

暇 が 正 常 財 で な い ■^^)+C/TTiさ。) ならぱ,

(7)〜(1̂の解にぉぃて
① a,(Sf,zx& ) ) 、

3L

d f C S n ,  U S n ) ^  

dL

ULiWC.Si'), L is d ^  

UwQWiSd, ix sd )

f = 1 , ( « —1) 

U L i W ( j S n ) , U S n ) ' )  

Uw^WiSn), USn)'}

Z,(Si-i)^L(5i_2) G = 3 ,…，《+ l) (22 b)

このことと，仮定4 により
TKSト2)-  さ/ (Si-1, L(Si-2))

—fQSi-u LCSi-i)) 

^K S u  IXSト2))—n S i, L(Si-i))

すなわち
/(Si, L(.Si-D：) - W ( ：Si-i')^f(.Si. ZXSi一2))

- TKS‘ -2) (23)
が成り立つが，（23)と（12 a ) を組み合わせれば

fCSi, Z,(s<))- Z X Sレ2) ) -  T K S ト2)

②,S  n iu iw is d ,  LCSi))=r7

が成り立つ。またもしF " < 0 か つ C/TFT7-0である 
場合には①の不等号はすべて厳密な形で成立する。

IE明）
①は補助定理2 〜 5 より従う。②においてもし左辺 

が右辺よりも大であるなら，すべての:'について 
(S i)を同じ量だけ微減させて左辺を27に等しくするこ 
とにより，（8)〜(U)を満たしつつ企！! の利潤は増大し， 
最適性に矛盾する。従って(7)〜(U)の解においては②が 
成立する。定理の最後の部分をIE明するために，我  々
は問題(7), (9)〜ぬにかんする1 階の条件を用いる。す 
なわち，

-UiV'CKSt, U SD ：)-  WCSD)

—fjti+fjii+i+xniUwCO=0 (»'=：i , ^

dfCSu LCSi)')
IhV'QKSi, L(St))-W^(SO) 

dKSi, LiSd-)
+ j«i

dL .叫 r  dL

+i^i-^^i+i+；i/7iC/£G.)^o G = 1,…，《) 闻 
こ こ で は そ れ ぞ れ （12 a), (12 b), (9)に対応 
する非負のラグランジュ乗数であり, ぽ は LCSi')>0 

のとき等号となる。.たたし，/ii = jUn+l = 't̂ l='̂ ^n+i = 0

dfCSi, i ( & ) ) 一

dL

dKSi+u LCSi)：)

であ 'る。ここである：-にっぃて-
9L
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が成立していたとする。このとき仮定6 によ
U w i O

り L (S O > 0 であり，纯ほにより次が成り立つ。

Vi—Ff+i = jUi+il

従 っ て さ W i。もし V^i>0とすれぱム(50 = £  

(Sト1)。このときm S«) = PKSi-i) となることを我 

々はすでに補助定理3 の（n ) においてみた。従って， 

dfiSi-u L(Si-i)) 3/(Si-i, ZXSO)

<

dL

dfiSi, LiSi')')

dL

U l C O びlG  — 1)
dL £/itG) £% G-1)

という不等式の連鎖を得るが，最左辺と最右辺の大 
小関係は，補助定理3 の愈結に矛盾する。 従っ てKf 

=V<+1=0,ゆ え に ；/‘+1=0である。
このことを用いてM を:’ とG + 1 )について言き直し 

てみると，

vXfCSi, IXSO) -  wCSi)) = W ivG )- を 闻

(27)

を得る。も し C/TTir = 0 ならぱ，余暇が正常財でない 
という条件はびjFiさ0 を意味する。従って（12b)に 
よりC/itG' + O さ が 得 ら れ る 。一方，丄(Sf)>0 

により（12 a ) と仮定5 を用いれば，
fCSuu 丄(&+1))-PKSm )さパ Sf+i, L(SO)

- PF(SO >/(S<, i(S O )-  TKSi)

を得る。この不等式とF " < 0 を考慮すれば， 树，(27) 

力’、矛盾を導くことは明白である。
証了。

定理1 において特徵づけられる契約を過少雇用契約

図

と呼ぶ理由は，今までの証明の過程からもはや明白で
9/(Si, U S i))あろう。すなわち，もしある'S iにぉぃて-

dL

'3 パ &+i,Z<CSO) dfiSi, L(SO)\ 
、 dL dL ノ が成立していれぱ，企業の利潤を一定に

保つように，pnso , ix s o を微少量増加させること 
により労働者の効用は増加するのである。図 3 におい 
てS S ,ダs 'は労働者の無差別曲線，a a は & におけ 
る企業の等利潤線をあらわすものとすれば，このこと 
はA からへの移行に対応している。すなわち，A に 
おける配分は五における配分によってパレート的に凌 
駕されるわけであり，その意味でA における雇用量は， 
5 に比べて過少であるということになる。ところが実 
際にA のような点が解になっているということは，
からB への移行によって真実表明の条件が満たされな 
くなることを意味するのである。

4 . 2 通大雇用契約の成立
4 .1 と類似の手法で■論を展開する。 ここでは(8)を 

次の条件でおきかえる。 
f C S i ,  L (S i) )- P F (5 f ) ^ / (5 i ,  L(Si+ i))

-PK&+1) :. = L ...,(«- 1 ) (28a) 

LC5i+i)^Z,CS0 1 = 1 , C«-l )  (28b) 

4 .1 の場合と同様，我々はまず(7), (9)〜(U), @の解 
の性質を考察し，そのことを通じて(7)〜(U)の解の性質 
を明らかにすることを試みる。本小節の議論では，企 
業の危険中立性及び余暇が劣等財ではなV、という条件 
が重要な役目を果たすことになる。

補勘定理6

仮定4 のもとで(8M脚が成り立つ。
証明）
補助定理2 と同様に行なう。

証了 0

補助定理7

仮定1〜 6 は満たされているものとする。このとき， 
7" = 0 か つ £/jrir<0であれば(7), (9)〜(U),货の解に
おいて

5/CSi, U S D ) _  UlC W^(Si), LCSO)
d L

dfiSi, LCSt)) 
d L

UwiW(：Si'), Lis{)')

C/L(W "(Si),L(S i))

U w i W ( i S i ' ) , L ( ^

が成り立つ。
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証明）
.補助定理3 と同様の手法を用いるため，要点だけ述 

ぺる。
( I )L (S i+ i)> L (5 i)の場合 

もし8パ ぴ 《) ）〉一^ ^ であれば, K S i,L

(S<))-W"(Si)を 一 定 と す る よ う pnst) を微 
増させれば労働者の効用は増大し，最適性に矛盾する。 
従って(7), (9)〜(U),練の解では

3パ LiSi)-) ノ UlCO
BL = UwUy  

(n )  L<：Si')=LCSuO<USi^2) の場合 
補助定理3 の（n ) の場合と同様ZXSi) = L(S*+i)の 

ときは，同じ*'において（28 a ) は等号で成り立つこと 
が誕明できる。従 っ て W"(SO=tK&+i) 。

9/CSf+i, L(Si+i))^また，状 態 G + 1 ) については，
dL

_ だ '.ン } を得ることができるから,結局次の不等 
式の連鎖を得ることができる。

dfQSi, L(SO)_< 9/CSt+i, L(SO)
dL dL

dL

従って
d/CSt, L(SO)

UlCO 

UwiO

< 一
U iX j)

dL 、 びt t G ) 。
この議論は，L(so=i(s"i)=L(Sf+2)<z<(&+8) 等 
々の場合にも適用することができる。

dfCSi. USt')')
以上よりw,(9)〜(U),雄の解において- 

び i(i')

dL

UwCO
(| =1,•••, » )が成立していることを示し 

た。ここ't?もしS iにお い て

となっていた場合には仮定6 により£<(Si)>0。 ここ 

で （/(S i, Z ,(5 i))- PT(5i) ) を一定とするよう Z：CSi), 
PT(Si)を撒減させれぱ労働者の効用は増加する。こ 

れは最適性に矛盾するから，S i については

dfCSu U SD：) . C/i(l)
dL UwCO

= 0 かつびjt t tC O であれば，（7), (9)~(U),鍵の解に 

おいてあるi について（28 a ) が厳密な不等

号で成立していたなら

①:
dASi+u U S i + D ) びiG '+ i)

となる,
dL びifG + り

更に上の仮定に加えてもし余暇が劣等財でないなら

ぱ(JJwwト UwL ^0  ならぱ）

②/■(&+1, Z,(Si+i))- WCSuD^fCSuu L(Si))

- W d S d が成立する。

IE明）
補助定理4 と同様なやり方で証明すればよい。ここ 

では要点だけ述ぺる。
.9/(S<+i, L (S "i))

( I ) 補助定理7 ですでに?
dL

を得ている。不等号が厳密に成り立つ

が導かれた。ゅ ぇ に ホ  
oLf

証了。

Z7frC* + l)
とすれぱ，（/(S レi,L(Sf+i))-»T(Si+i) ) を一定とす 
るようLCS‘+D, W CSuO を微減させることで労働者 
の効用は増大する。定理の仮定から，このことで練が 
満たされなくなることはない。従って最適性への矛盾

C/lO + I)  

C/ttG+I) °

( n ) ( 2 8 a ) が厳密に成り立つとすれぱZX&+1) さ 
( S i ) か ら W(Sf+i)>tr(SO。企業の期待利潤を一定 
にするようPT(Sf+i)を微減，PTCSi) を微増させた 
ときに労働者の効用が増大することをいうにはびlir(f) 

>£/wr(* + l ) を示せぱよい。 このときもし②が成り立 
たなければ，余暇が劣等財でないという仮定のもとで， 
補助定理4 の（n ) の場合と同様にしてこのことが示せ 
る。

IE 了。

補助定理9

仮 定 1 ~ 6 は満たされているものとする。 も し F" 

= 0 かつび i7Tr<0,及び余暇が劣等財でなけれぱ， 
(7), (9)~(U),货の解において，ほ)が成立する。

証明）
補助定理5 と同様に行なう。

SE 了。

補助定理8

仮定1 ~ 6 は満たされているものとする。もし

補助定理6, 9 により我々はある仮定のもとで(7), 

(9)〜(U),練の解力’ペ7)〜(U)の解でもあることを知るので

注 （1 0 ) これにより（2 8 )が満たされなくなることはない。
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ある。以上まとめることにより，次の定理を得る。

定理2

仮 定1〜 6 は満たされているものとする。 もしF"

= 0 か つ び で あ り ，余暇が劣等財でないなら 
ぱ，（7)〜01)の解において以下が成立する。

,9/(Si, L C S , ) ) びi(TT(Si),丄(Si))
①

d L

dfiSi, U SD ：) 
d L

く 一.

£ V (P K S i) ,!L (S i) )

U L i W i S d , L Q S i ' ) ：> 

UwiWiST), LiSi')')

=2,

② I ： 77ポ (PKSO, ZXSi)) = ロ 
更 に も しC/V i^Oであるなら①における等号は任 

意の隣接した状態（例えぱ. S f と& - 0 については成 
立しない。

HE明）
①は補助定理6 〜 9 より従う。②については定理1 

の場合と同様に誕明する。最後の部分を証明するため 
に，問題(7), (9)〜(U),树に関する1階の条件を用いる。 
すなわち

—/7i—jU4+/ii-i+77tスC/nK*') =0  G  =  l, ...’ 《)

ぐ <jSi, LCSi)) , d/CSi, LCSi))
dL

9/(S(-i,LCSt))

d L
- f i i-

G  = l , …，《) M

ここで fii, V i及び;I はそれぞれ制約条件（28a), 

(28b), (9)に対応する非負のラグランジュ乗数であり， 
M は i ( S O > 0 のとき等号で成立する。 た だ し ， fio 

= fin = Vo = Vn = 0 である。いまある：• （:'さ2) につい
dfCSi, L(Si)) UlCO

て
dL UwCO

によりこのときZX&)〉0 であり， 

F广 Fト1 =  ;̂レ バ & ))

であったとする。仮定6 

雄，（30)から

62)

びi(».— 1)

面 4

を得る。 ここで更 に 近 ケ 一 ぐ ^

が成り立っていたとしようこのときL(St)>Z,(S<_i) 

が成り立つ。従って(2 8a )よ り TF(S0 >W (& _1) を 
得るが, も し C/irTr<0及 び C/iTi^OであれぱCAtG) 

<U w C i- l：> となり，（31), (32)に矛盾する。従って我  々
は以下の関係を示したことになる。すなわち

d f Q S i ,  U S d X  

dL
UlCO ^dfCSt-i. L(Si-i)) 

'UwCO つ dL

証了'

_d/(Si-i,LCsO)\
d L  d L  )

を得る。ここで定理1 の場合と同後にして，■̂ ニ̂^ ぃl 

=//ト1= 0を示せる。このことを用いて⑤を:'とG'—0  

について* き直してみると

U/w<：i)  = l+  や  (31)

定理2 において特徽づけられる契約を過大雇用契約 
とよぶ理由も，もはや明白であろう。いま，ある I 'に 

おいて0パ & ) )< - # ム が成り立っていれば，

企業©利 潤 を 一 定 と す る よ う W(Si) を微減さ 
せることにより，労働者の効用は増大する。図 4 にお 
け る aa、SS, S '5'の意味は因3 におけるそれと同一 
であるとすれぱ，このことはA からC への移行に対応 
している。^4における配分はC における配分によって， 
バレート的に凌駕されるわけであり，その意味で/!に

注 （11) V iは制約条件L  (Si+i)^L ( & ) に対応している。L  (SOさ丄(S i_ i)ではないことに注意。

( 1 2 ) もしんCSi)=L (S i_ i)であれば，状態 G'—りについて〔2 8 a )カ簿号で成り立つことが示せるためW (St)=PT

( S i . i )となる。従って dL ~ ^ L U w i i - \ y
を得るが，これは

9/CSi. L(50). 
91 - と仮定したことに矛盾する。
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おける雇用量はC における肩用量に比べて過大である 
ということになる。ところが実際にA のような点が解 
になっているということは， からC への移行によっ 
て真実表明の条件が満たされなくなることを意味する 
のである。

4 .3 通大履用も適少雇用も生じない場合
定理1 , 2 の直接的な系として，我々は次を得る。 

系 1

仮定1〜6 は満たされているものとする。もしF"=0  

か つ で あ り ，余暇需要が所得から独立であ

る（C / W T T +び1TLニ0 ) ならぱ，（7)〜(U)の解に

おいて以下が成立する。
d/CSuLCSi)') ULiWCSOUSi)：)

■ USi)')dL

= 1 , w)

従って，もし労働者及び企寨の選好がこの系1 にお 
ける条件を満たすならぱ，非対称情報下での契約であ 
ゥても，対称情報下での契約と同様な性質を有するこ 
とが判明する。

第 5 節 図 解 に よ る 説 明

本節では，前節における3 つの場合にそれぞれ对応 
した簡単な例をとり上げ，図解によってそれぞれの場 
合の差異を明らかにすることを試みる。以下では状態 
数を2 とする。

図 5

まず，過少雇用契約の例としては労働者の効用関数 
を，£/(TT, l：)=W-h<：L X h '>0 ,が' >0) と特定化し 
また企業は危険回避的（T " < 0 ) であるものとする。 
このとき対称情報下での最適契約を特徴づける条件と 
して我々は，

d/CSi, U SD ：)
dL

:み'CL(SO) C* = l,2) (33)

VXfCSi, Z,(St))- T?"(S0) = >1 (»' = 1,2) m 

を得る。（33)よ り ZXSi)<Z<(Si!)であり，脚より 
/(Si, ZXSi)) — PKSi) = ,(Sz, L(52))- 

を得る力’S これより
KSz, L(Sz))- PT(S2)</XSi!, 7XS0)- PF(Si)(35)

が成り立ち，企業は非対称情報下で状態2 が生じたと 
き1 が生じたと偽る誘因を持つ。この状況を因示した 
のが図5 である。ここで flfl, bb i t , それぞれ状態1, 

2 に対応した企業の等利潤線であり，SS, S'S' は労働 
者の無差別曲線をあらわす。脚は，A が b b の下方に 
あることを示す式である。非対称情報下ではは事後 
的に実行不可能となる。この場合，企業の状態2 にお 
ける虚偽の情報表明への誘因を減殺するために， は 

へと移行することになる力は過少雇用の状態 
である。

この場合は，対称情報下での契約が雇用変動に比べ 
て賞金変動が大であるという性質を持つために，企業 
は状態2 が生じたとしても， 1 が生じたと表明して貧 
金力ットによる利益を得ようとするのである。企業侧 
のそのような誘因を減殺するために，状 態 1 は過少雇 
用状態におかれることとなる。

次に，過大雇用成立の例としては効用関数をび(W, 

L') = aiW ')-hiL ') (a^>0, a"<0, h'>0, と

ま (13) >1は問題(1)~{4)における制約条件(2)に対応する非A のラグランジュ乗数である。以下の例でも同様に考える。 

(14) 仮定 5 により，K S u L  (S i ) ) - W  (S iX /C S z, L (S i))-P T (S O  がいえる。
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特定化し，さらに企業は危険中立的（广' = 0 ) とする。 
对称情報下での最適契約を特徴づける条件は， 

d f i S i ,

d L

(I. ニ 1,2) (37)
« 'a r(S f))

であり，(36)より ZXSi)< ZXSz) , 的より = PTCSz)

を得る。（3̂ , (37)を満たす U (Sf), »T(S0X*' = 1,2) は 
図 6 における > 1 ,五によってあらわされている。図 6 

におけるflfl, 等の線分の意味は図5 におけるそれ 
と同一である。このとき，丑が f lf lの下方にあること 
からもわかるように，非対称情報下では企案は状態1 

が生じたとき， 2 が生じたと偽る誘因を持つ。企業の 
そのような誘因を減殺するために，5 はがへと移行 
することになるが， は過大雇用の状態である。

この場合，対称情報下での最適契約は，過少雇用の 
例の場合とは全く逆に，貧金動よりも雇用変動が大 
であるという性質をもつ。従って企寨は過少雇用の例 
の場合とは逆に，状 態1 が生じたとしても2 が生じた 
と偽ることにより，より大きな雇用量からの利益を得 
ようとするのである。企養側のそのような誘因を減殺 
するために，状態2 は過大雇用状態におかれることと 
なる。

4 .3 に対応する例としては，効用関数を
U ( W , L )  =  U ( W - h ( L ) )  (C/'>0, £/"<0 , A '〉0,

み" >0)

図 7

のように特定化し，更に企業は危険中立的とする。こ 
のとき，対称情報下の最適契約を特微づける条件は 

d / C S i ,  L C S O )

d L
G  =  1’2) (38)

/Iび（P T ( & ) — K Z X S O )  ニ 1 G  =  1’ 2 ) (39) 

であり，我々は(3«よりム( & ) くZ<(S2) ,脚より

wCSD-hCLCSD)= w<S2)-hUCS2)) m

を得る。このとき(38 ),购を満たすO X S O ,  T K S «))が 

真実表明の条件を満たすことが示せる。すなわち 

/C S i, L ( S i ) ) - T F ( S i ) - ( / ( S i ,  L ( S 2 ) ) - P T ( S 2 ) )  

=  / C S i , L C S i ) ) -  W CSi)- /CS i,  Z X S 2 ))+  PTCSi)

一A a c s i))+み a ( s 2 ) ) G M )による）

ニパS i , L ( S i ) ) - A a C S i ) ) - ( / ( 5 i ,  Z ,(S 2 )) 

-ACL(S2)))>0 ^

( 最後の不等号はM から従う）が成立し，全く同様に 

して / (S 2 , IX S 2 ))-  WQS2)>KS2, Z X S i ) ) -  P T (5 i )  

が成立することが示せる。この* 合 （L ( S i ) ,  P F (5 f ))  

(:• =  1 ,2 )の組み合わせは，図7 における > 1 , 5 のよう 

な点によって示される。

第 6 節 結 び

以上，非対称情報下の最適労働契約について考察し 
てきた。そこで明らかにされたのは過少雇用，過大雇 
用のどちらの帰結が得られるかは，企業，労働者の選 
好に強く依存するということであった。

最後に，この議論に関わる論点として2, 3 指摘し 
ておく。まず，本稿の議論において発生する雇用変動 
の現実の世界における対応物をあげるとすれぱ，それ
は一'種のワーク.シェアリングであり， レイ.オフに 

よる失業ではない。また，従来の暗黙の雇用契約理論 
における中心命題であった賞金の硬直性は，この議論 
に お 、ては導かれて、ない。従って本稿における過少 

雇用契約成立に関する議論を，ケィンズ流の非自発的 
失業のミクロ的基礎づけをなすものとして解釈するこ 
とには，若千無理がある。また，本稿の分析の基本的 
枠組は部分均衡分析であるが，本稿で示された雇用変 
動がマクロ経済に对してどのような影眷を有するかに 
ついて考察するには，分析の梓組を一般均衡へと拡張 
することが望ましい。さらに本稿で得られた過少雇用，

注 （15) (38)において定められるL  ( S O は / び1 , L ) - h  ( L ) の最大値をもたらすムの値と解釈される。

( 1 6 )ただし Grossman.Hart (1983) のモデルでは非対称情報下で発生する過少雇用は対称情報の場合に比べてレイ 

. オフ確率が増大することを意味する0
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過大雇用という帰結は，I t報の非対称性によって生じかということは，今後興味をひく課題であるといえよ 

た一種の非効率性と解釈することができるが，こ う し う 。これらの諸点については今後の課題としたい。

た非効率性が長期契約の綺結によゥて解消できるか否 ’
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